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第１章 これまでの経緯と現状把握 

 

 

１ 基本方針策定の経緯 

 （１）適正規模を考慮した適正配置の必要性 

    全国的に少子化が進む中にあって、新冠町でも町内小中学校の児童生徒数の減少が 

   顕著になっている。この間、当町では、平成２０年３月に町内９校の小学校を新冠小

学校・朝日小学校の２校に統合することにより、小学校の適正規模を維持してきてい

る。しかし、統合から１０年余が経過した現在、少子化はさらに進み、加えて学校施

設の老朽化問題や授業改善に向けたＩＣＴを含めた学習環境の整備、小中一貫教育・

義務教育学校等の新たな学校種の導入など、地理的条件や少子化の動向を十分に考慮

しながら、学校として最大限の機能を発揮できる将来を見据えた教育環境の再編整備

について検討することが必要となっている。 

     また、文部科学省は、「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

   き（平成２７年１月２７日）」により、今後も少子化がさらに進むことが予想される

中、義務教育の機会均等や水準維持・向上の観点を踏まえ、学校規模の適正化や学校

の小規模化への対応を重要な課題として捉え、それぞれの地域の実情に応じた最適な

学校教育のあり方や学校規模を主体的に検討する必要性を示しており、この点からも

改めて将来を見据えた適正規模等について検討するべき時期にきている。 

  

（２）小中学校あり方検討委員会の答申 

新冠町教育委員会は、少子化による児童生徒数の減少及び学校施設等の老朽化等に 

鑑み、将来的な学校環境整備を進めるにあたり、地域性を踏まえた町立学校の適正規

模、適正配置及び施設整備等について検討する「新冠町立学校あり方検討委員会」を、

令和元年５月に設置した。そして、その検討結果について令和元年１２月に、「新冠

町立小・中学校の将来を見据えた学校のあり方」について答申を受けた。 

その答申書の中で、今後の本町における小中学校のあり方について、適正規模や適正

配置、施設整備及び学校再編の検討に関して配慮すべき事項など、次のとおり貴重な 

提言がなされたところである。 

 

（答申内容） 

    ①町立学校の適正規模  

   ア 新冠町における望ましい学級数 

小・中学校ともにクラス替えが可能な複数学級数を確保することが望ましい。 

イ 新冠町における望ましい学級定員 

１学級２５～３０名程度が適当である。 
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②町立学校の適正配置 

新冠町における望ましい学級数や学級定員数の観点から、町内小学校の再編整備 

（統合）計画の策定が必要である。 

 

③町立学校の施設整備 

小・中学校ともに老朽化が進んでおり、「安全・安心で児童生徒のよりよい学習 

環境や生活環境」を重視する観点から、小・中学校ともに早期の改築計画の策定が

必要である。 

 

④町立小・中学校の再編整備の検討に関して配慮すべき事項 

ア 学校運営について 

・小学校間や小中校種間における交流・共同学習などに配慮すること。 

・人数の増減に伴う児童生徒の戸惑いや不安を和らげ、人間関係の構築に留意し 

学校運営に配慮すること。 

・教育方針や教員配置、学校行事等が急変することのないよう配慮するとともに、 

各校の学校運営を十分考慮し、円滑な学習環境づくりに配慮すること。 

  

イ 通学支援について 

・通学距離の長短は児童の体力・精神面に影響が大きいため、学校生活における学 

習意欲や様々な活動に影響を与えないようにスクールバス等の運行形態につい 

て配慮すること。 

     ・通学路の安全確保については、特段の配慮が求められることであり、学校や保護

者はもとより、行政や地域が連携して児童の安全・安心な登下校に十分に配慮す

ること。 

     ・災害時、冬期間、児童生徒の病気等における緊急時のバス運行（運休）に関わる 

保護者との連絡体制の充実等に配慮すること。 

  

  ウ 保護者や地域住民との共通理解 

・保護者や地域住民と協議の場を設け、再編整備の必要性や教育効果について十分 

な説明を行い、合意形成を図っていくこと。 

    ・地域と学校のつながりが希薄化しないよう新冠町コミュニティ・スクールによる

活動などの推進、地域間交流の機会などに配慮すること。 

 

エ 学校施設・設備について 

     ・学校を移転・改築する場合、災害対策や児童生徒の安心・安全を考慮するととも

に、「小中一貫教育」や「放課後子ども教室等との連携」にも配慮すること。 
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・新学習指導要領に基づく授業改善に向けたＩＣＴ機器の更新や時代に即応した学 

校備品の整備にも配慮すること。 

 

⑤新しい学校づくりに向けた留意事項 

      新冠町立小・中学校の将来を見据えた環境整備の検討においては、それぞれの学校 

が地域に果たしてきた歴史的役割や地域との関係を踏まえた上で、今後の学校づくり

を進めていくことが不可欠である。学校づくりにおいては、単に小規模校の課題の解

消だけではなく、新たな学校経営の方策として、学校運営協議会・新冠町コミュニテ

ィ・スクール推進委員会の取組の推進、小中一貫校や義務教育学校といった新たな教

育制度への取組も必要である。そのため、先進校視察などを含め、十分な検討・協議

が必要である。 

また、確かな学力を身につける教育を実践するため、幼・小・中の連携をさらに 

強化した取組を実施することにより教育力の向上を図っていくことも必要である。 

 

２ 方針策定にあたっての現状把握 

   以上の答申を受け、方針を策定するにあたって、次のとおり現状把握を行った。 

 

（１）小中学校数の推移 

全国的に少子化が進む中にあって、本町でも町内小中学校の児童生徒数の減少が顕 

著となっている。この間、小中学校が統廃合され、令和２年度においては、小学校が

２校、中学校が１校となり、加えて、学校の小規模化が進行するなど、市街地校と他

校の児童生徒数に不均衡が生じている現状にある。 

 

【小中学校数の推移】※平成２０年以降 

令和２年

児童生徒数（3/31） 児童生徒数（4/1） 児童生徒数（4/1）

新冠小学校 182 207 235

朝日小学校 38 90 31

節婦小学校 26

大狩部小学校 1

明和小学校 9

若園小学校 11

東川小学校 6

美宇小学校 22

太陽小学校 8

中学校 新冠中学校 159 161 154

462 458 420合　計

小学校

平成２０年３月に新冠小学校へ統合

平成２０年３月に朝日小学校へ統合

平成２０年

 

 

（２）児童生徒数の推移と予測 

平成２０年度に町内９校の小学校を現在の新冠小学校・朝日小学校の２校とする統

合が行われた。新冠小学校においては、平成２０年度の児童数は２０７名だったが、

令和２年度では児童数２３１名（＋２４名）となっている。 
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また、朝日小学校においては、平成２０年度の児童数は９０名、令和２年度では児 

童数２８名（△６２名）となっている。 

次表にあるように、町内小中学校児童生徒数は平成２７年度をピークに増減を繰り 

返しながら徐々に減少し、令和２年度と比較すると、令和８年度には新冠小学校で１ 

８７名（△４４名）、朝日小学校で５２名（＋２４名）、町内小学校合計で２３９名（△

２０名）と推計され、新冠中学校でも１３２名（△２３名）と推計される。 

 

【新冠町立小中学校の児童生徒数の推移と将来推計】 

（令和２年１０月１日現在） 

新冠小学校 朝日小学校 小学校合計 新冠中学校 児童生徒数合計
平成２０年度 207 90 297 161 458
平成２１年度 219 87 306 166 472
平成２２年度 223 80 303 158 461
平成２３年度 218 83 301 144 445
平成２４年度 212 92 304 147 451
平成２５年度 233 89 322 145 467
平成２６年度 231 78 309 151 460
平成２７年度 227 81 308 158 466
平成２８年度 225 69 294 154 448
平成２９年度 239 53 292 140 432
平成３０年度 242 49 291 133 424
令和　元年度 235 33 268 150 418
令和　２年度 231 28 259 155 414
令和　３年度 224 32 256 158 414
令和　４年度 221 35 256 130 386
令和　５年度 223 39 262 127 389
令和　６年度 220 44 264 121 385
令和　７年度 206 47 253 130 383
令和　８年度 187 52 239 132 371

 

（３）学級数の推移と予測 

新冠小学校における平成２０年度の学級数は、単式学級６（特別支援学級を除く） 

であったが、その後徐々に増加し、平成３０年度では単式学級１１学級となり、令和

元年度以降は僅少差学級（児童生徒数３５人から４０人に近い学級）が多くなり、１

０学級前後の学級数となっているが、令和７年度以降、学級数は減少することが予測

される。 

一方、朝日小学校における平成２０年度の学級数は、単式学級６（特別支援学級を 

除く）であったが、令和２年度では複式３学級（町費負担教諭２名配置により単式４

学級、複式１学級の５学級を編制）となっている。令和３年度から学級数は徐々に増

加するが、単式学級編制は困難な状況が予測される。 

また、新冠中学校における平成２０年度の学級数は、単式学級６（特別支援学級 

を除く）であり、その後学級数の大きな変動はないが、新冠小学校と同様、僅少差学

級増加の傾向があり、今後もこの傾向が続くものと予測される。 
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このように新冠小学校・新冠中学校では僅少差学級が多く、入学・進級時における

児童生徒の転出入の人数により学級数に影響する流動的な状況となっている。 

 

【学級編制基準上の新冠町立小中学校学級数の推移】 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

新冠小学校 6 7 7 6 6 8 9 9 8 10 11 10 10
朝日小学校 6 6 6 6 6 6 6 6 6 5 3 3 3
新冠中学校 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 5 6  

 

【今後の新冠町立小学校の児童数と学級数の推計】 ※合計数は特別支援を除く数 

                        （令和２年１０月１日現在） 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 特別支援 合　計

児童数 41 41 39 37 28 45 8 231

学級数 2 2 2 1 1 2 10

児童数 4 3 4 6 7 4 4 28

学級数 3

児童数 38 41 41 39 37 28 5 224

学級数 2 2 2 2 1 1 10

児童数 8 4 3 4 6 7 4 32

学級数 1 1 4

児童数 25 38 41 41 39 37 3 221

学級数 1 2 2 2 1 1 9

児童数 10 8 4 3 4 6 4 35

学級数 1 1 4

児童数 39 25 38 41 41 39 223

学級数 2 1 2 2 2 1 10

児童数 10 10 8 4 3 4 3 39

学級数 1 1 4

児童数 36 39 25 38 41 41 220

学級数 2 2 1 2 2 2 11

児童数 9 10 10 8 4 3 1 44

学級数 1 1 1 1 5

児童数 27 36 39 25 38 41 206

学級数 1 2 2 1 1 2 9

児童数 6 9 10 10 8 4 47

学級数 1 1 1 1 5

児童数 22 27 36 39 25 38 187

学級数 1 1 2 2 1 1 8

児童数 9 6 9 10 10 8 52

学級数 1 1 1 1 51

令和６年度

新冠小学校

朝日小学校
1

令和７年度

新冠小学校

朝日小学校
1

朝日小学校
1 1

令和５年度

新冠小学校

朝日小学校
1 1

令和３年度

新冠小学校

朝日小学校
1 1

令和８年度

新冠小学校

朝日小学校

令和４年度

新冠小学校

新冠小学校

朝日小学校

令和２年度

1 1 1
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【今後の新冠中学校の生徒数と学級数の推計】 ※合計数は特別支援を除く数 

（令和２年１０月１日現在） 

１年 ２年 ３年 特別支援 合　計

生徒数 46 63 46 9 155

学級数 2 2 2 6

生徒数 49 46 63 9 158

学級数 2 2 2 6

生徒数 35 49 46 4 130

学級数 2 2 2 6

生徒数 43 35 49 127

学級数 2 1 2 5

生徒数 43 43 35 121

学級数 2 2 1 5

生徒数 44 43 43 130

学級数 2 2 2 6

生徒数 45 44 43 132

学級数 2 2 2 6

令和２年度

令和７年度

令和８年度

令和５年度

令和６年度

令和３年度

令和４年度

 

 

【幼児数の状況】 ※（ ）内は小学校就学年度    

（令和２年１０月１日現在） 

   

０歳児（R8） １歳児（R7） ２歳児（R6） ３歳児（R5） ４歳児（R4） ５歳児（R3） 合計（学校）
新冠小学校入学予定 22 27 36 39 25 38 187
朝日小学校入学予定 9 6 9 10 10 8 52

合計（年度） 31 33 45 49 35 46 239  
 

     参考資料（学級編制の基準） 

○小学校 

１学級あたり １・２年生の特例 ３・４年生の特例※ ２個学年合わせて １年生を含む場合
児童数４０人以下 児童数３５人以下 児童数３５人以下 児童数１６人以下 児童数８人以下

単式学級 複式学級（１学級あたり）

 

※３・４年生の学級編制基準の特例 

３年生については令和２年度、４年生については令和３年度から学級編制基 

    準の特例の導入が決定している。 

○中学校 

複式学級
１学級あたり １年生の特例 ２個学年合わせて

生徒数４０人以下 生徒数３５人以下 生徒数８人以下

単式学級

 
 

※僅少差学級 学級編制基準の上限人数よりもわずかに少ない人数の学級 
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（４）校舎の老朽化の現状 

新冠町内小・中学校の校舎については建設から約４０年が経過している。その間、 

老朽化に対応した改修工事を実施しているが、いずれの小・中学校においても大規模 

な改修工事が必要であり、付属施設である体育館・プール・給食施設等についても耐 

用年数を経過する状況となっている。 

また、これらの維持管理には、非常に多額の事業費が必要となることから、人口減

少の予測や財政状況を考慮し、現在の学校施設を維持するかについて、慎重に検討す

る必要があるほか、授業改善に向けた学校備品としてＩＣＴ機器の更新、個人ロッカ

ーの配置や時代に即応した学校備品の整備も必要となっている。 

さらに、現在、社会教育課で進めている放課後子ども教室においても、低学年の利 

   用者が８０％を超える状況で、複合型施設の検討も必要となっている。 

 

【新冠町立小・中学校の施設・設備の状況】  

設置年 経過年数 耐用年数 老朽度 耐用年数までの年数
校　舎 1977(S52) 42 47 83% 5
体育館 1975(S50) 44 47 87% 3
プール 1984(S59) 35 30 107% △ 5
校　舎 1981(S56) 38 47 74% 9
体育館 1982(S57) 37 34 100% △ 3
プール 1997(H 9) 22 30 63% 8
校　舎 1973(S48) 46 47 91% 1
体育館 1974(S49) 45 34 124% △ 11

施設名

新冠小学校

朝日小学校

新冠中学校
 

（「平成２９年３月 新冠町公共施設等総合管理計画」） 

 

（５）一貫教育の必要性 

新しい教育制度である一貫教育は、９年間を通じた教育課程を編成し、系統的な教 

育を目指すもので、学習面や生活面で次のようなメリットがあることから、調査研究

を進める。 

  ①中学校入学時に発生するいわゆる中１ギャップの解消 

  ②９年間の教育課程による系統性のある指導 

  ③合同での研修実施による教職員の資質向上 

（資料編 小中一貫教育制度について 参照） 

 

３ 学校規模を要因とする課題 

  方針化にあたり、「新冠町立学校あり方検討委員会」において実施したアンケート調

査に基づき、学校規模を要因とする課題について確認する。 

 

（１）学習面に関する課題 

①規模が大きいことによる課題 

・児童生徒への細やかな指導が行き届きにくい。 

・一人ひとりの活躍の場が少ない。 
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②規模が小さいことによる課題 

・多様な考えに触れる機会が少ない。 

・競争意識が薄くなりやすい。 

 

（２）生活面に関する課題 

①規模が大きいことによる課題 

・問題が生じた場合、教師が気づきにくい。 

・同学年との結びつきが中心となり、異学年交流の機会が少ない。 

②規模が小さいことによる課題 

・友人関係がいつも同じで、友人間に序列ができる。 

 ・班活動やグループ分けに制約が生じる。 

 

（３）学校運営面に関する課題 

①規模が大きいことによる課題 

・地域や保護者との関係が希薄になりやすい。 

・校庭や体育館での活動に制限が生じる。 

②規模が小さいことによる課題 

・人間関係がうまくいかなかった場合にクラス替えができない。 

・学校行事において、集団で取組む種目・内容が限定される。 
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第２章 小中学校適正規模・適正配置基本方針 

 

 

 「新冠町立学校あり方検討委員会」の答申を踏まえ、次代を担う児童生徒により良い教

育条件、教育環境を整備するため、本町の児童生徒数等の将来推計を見すえながら、次

代を担う児童生徒が個性を発揮し、主体性や社会性を育み、多様な個性が集まり、ふれ

合い、切磋琢磨できる学校規模として再編するため、「新冠町立学校あり方検討委員会」

からの答申内容を基本とし、基本方針を次のとおりとする。 

 

１ 新冠町が目指す学校教育の姿 

新冠町の将来を担う子どもたちを取り巻く環境は、グローバル化、社会の高度情報 

化、価値観の多様化、少子高齢化など複雑な様相を見せている。  

このような社会情勢の中、新冠町の学校教育では、子どもたちが未来社会を生き抜 

いていくうえで必要な資質・能力を確実に身に付け、より高めていくため、「生きる

力を育みふるさと愛を深める 新冠の教育」を基本理念として、活力ある学校づくり

を目指す。 

 

２ 小中学校適正規模・適正配置の基本的な考え方 

  少人数・僅少差学級の解消を第一とし、一貫教育の実現を中心に、施設老朽化にも

配慮した教育環境の改善を図る。 

 

（１）児童生徒の教育環境の充実 

①適切な学級編制（クラス替え）を通じて新たな人間関係が生じ、多様な価値観や考 

 え方を持った仲間と触れ合えることができる学校規模とする。  

②課題別学習、部活動、学校行事等において、多様な選択肢を提供することができ、 

 活気が生まれる学校規模とする。  

③学校への帰属意識や連帯感が維持できる学校規模とする。  

④中学校では、進路面や生活面において、生徒一人ひとりの個性や特性に応じた指導 

 が可能な学校規模とする。 

  ⑤交流学習を契機として、一貫教育に向けた取組を進める。 

 

（２）教職員体制の充実  

①小学校では、学年に複数の教職員を配置できる学校規模とする。  

②中学校では、全教科に専任の教職員を配置するとともに、指導時間数の多い主要５ 

 教科に複数の教職員が配置できる学校規模とする。  

  ③合同研修により学校間の理解を深め、教職員の資質向上を図る。 
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（３）適切な学校運営  

①校務分掌が適切に配分され、緊急時や学級経営上の問題が生じた場合に適切な支援 

 体制を組むことができ、教員が児童生徒の指導に十分な時間を確保できる体制を組 

める学校規模とする。 

  

②特別教室や体育館などの施設利用に制限を受けることなく、授業時間を適切に割り 

 当てることが可能な学校規模とする。 

 

 （４）学校施設設備の充実 

施設が老朽化している現状から、現在の施設を維持した場合に要する経費を十分考

慮するとともに、人口推計による児童生徒数の減少、義務教育９年間を見通した施設

の改築を検討する。 
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第３章 小中学校適正規模・適正配置基本計画 

 

 

基本方針に基づき、町内小中学校の適正配置を進めるため、新冠町小中学校適正規模 

適正配置基本計画を令和３年４月１日以降、次のとおりとする。 

 

１ 小中学校適正規模・適正配置基本計画の期間 

基本計画の期間は、児童生徒への教育効果を最大限に考慮し、適正規模の学習集団を 

編成し、その機能を発揮できる教育環境を創出することを基本に、全体計画を令和３年 

度から令和１２年度までの１０年間とする。 

 

２ 小中学校適正規模・適正配置実施対象校 

次の学校を、計画期間の実施対象校とする。 

 （１）小学校 新冠小学校、朝日小学校 

 （２）中学校 新冠中学校 

 

３ 計画の具体的内容 

  １０年間の全体計画を５年ごとの前期と後期とに分け、それぞれの計画を次のとお 

りとする。 

 

（１）前期計画（令和３～７年度） 

人口の将来推計を考慮し、一貫教育の必要性に鑑み、義務教育環境の改善を図るため、

新冠小学校と朝日小学校を新冠小学校に統合した上で、施設改築の構想に着手する。 

 

（２）後期計画（令和８～１２年度） 

人口の将来推計、施設の老朽化状況、財政状況、一貫教育への取組を考慮し、計画最

終年度の完成を目指し、新冠中学校の改築計画を進めるとともに、後年次の小学校改築

計画を具体化する。 

 

４ 小中学校適正規模・適正配置計画の進め方 

（１）関係者・関係機関への説明 

認定こども園を含む、保護者、地域住民、議会を含めた関係機関に対し丁寧な説明 

を行い、理解と協力を得る。 

 

 

①保護者への説明 

 保護者に対し、適正規模・適正配置の必要性、課題への対応を十分に説明する。 
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②地域への説明 

 学校は地域の中心であることから、地域住民に対して丁寧な説明を行う。 

 

③関係機関への説明 

 町部局と連携を図るとともに、町議会を含む関係機関に十分な説明をしたうえで取 

り進める。 

 

（２）統合計画の策定 

  基本計画に基づき、別途統合計画を策定するとともに、改築の具体化に向けた取組を

進める。 

 

５ 資料編 
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・新冠町の人口の推移と将来推計 

「新冠町人口推計資料（社人研準拠推計）」 

 

・小中一貫教育制度について 

「平成２８年１２月２６日 文部科学省 小中一貫した教育課程の編成・実施

に関する手引」 

 

 

 

 





  新冠町の人口の推移と将来推計 
  

     新冠町の人口は、１９８０（昭和５５）年の７，６３４人から減少が続き、２０１５（平成２７）年には５，５９２人と

なっている。 

      新冠町人口推計資料によると、下表のとおり今後も人口の減少傾向は続き、２０２５（令和７）年には５，０００

人を割ると推計されている。 

     また、１５歳未満の年少人口については、２０３０（令和１２）年には５３６人、２０３５（令和１７）年には４７４人

と推計され、減少傾向が続いている。 

   一方、６５歳以上の高齢者人口は増加傾向が見られ、新冠町においても少子高齢化、人口減少は避けられな

い状況となっている。 

   このように児童・生徒数の減少が進むことから、学校の小規模化も予想され、将来を見据えた新冠町の望ま

しい教育環境のあり方について検討が必要となっている。 
 

※新冠町人口推計資料（社人研準拠推計） 

 
■総人口及び年齢３区分別人口の推移 

  

1980
年

1985
年

1990
年

1995
年

2000
年

2005
年

2010
年

2015
年

2020
年

2025
年

2030
年

2035
年

2040
年

2045
年

2050
年

2055
年

2060
年

合計 7,634 7,277 6,939 6,445 6,204 6,034 5,775 5,592 5,292 4,983 4,667 4,356 4,047 3,730 3,423 3,127 2,838

65歳以上 649 779 974 1,208 981 1,506 1,562 1,716 1,772 1,755 1,693 1,651 1,669 1,648 1,579 1,458 1,327

15～64歳 5,251 4,879 4,566 4,166 4,327 3,688 3,458 3,143 2,851 2,620 2,438 2,231 1,951 1,698 1,497 1,357 1,228

0～14歳 1,734 1,619 1,399 1,071 896 840 755 733 669 608 536 474 427 384 347 312 283

1,734 1,619 1,399 1,071 896 840 755 733 669 608 536 474 427 384 347 312 283
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■年齢３区分別人口割合の推移 

 

1980
年

1985
年

1990
年

1995
年

2000
年

2005
年

2010
年

2015
年

2020
年

2025
年

2030
年

2035
年

2040
年

2045
年

2050
年

2055
年

2060
年

65歳以上 8% 11% 14% 19% 16% 25% 27% 31% 33% 35% 36% 38% 41% 44% 46% 47% 47%

15～64歳 69% 67% 66% 65% 70% 61% 60% 56% 54% 53% 52% 51% 48% 46% 44% 43% 43%

0～14歳 23% 22% 20% 16% 14% 14% 13% 13% 13% 12% 12% 11% 11% 10% 10% 10% 10%

23% 22% 20% 16% 14% 14% 13% 13% 13% 12% 12% 11% 11% 10% 10% 10% 10%

69% 67% 66%
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61% 60% 56% 54% 53% 52% 51% 48% 46% 44% 43% 43%
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